
・租税特別措置法に基づく特別償却（法人税）
・地方税法に基づく課税標準の特例措置（固定
資産税）

１．電気通信基盤充実臨時措置法（平成３年法律第２７号、「基盤法」）の目的
この法律は、高度通信施設、信頼性向上施設及び高度有線テレビジョン放送施設の整備を促進する措置を講ずることにより、電気通信による情報の流通の

円滑化のための基盤の充実を図り、もって高度情報通信ネットワーク社会の形成に寄与することを目的とする（第１条）。

①高度通信施設
（第２条第１項）

・移動する事物の瞬間的影像をデジタル信号
により伝送する役務を提供することを可能と
する電気通信設備（光ファイバケーブル等）

・移動する事物の瞬間的影像をデジタル信号
により送信する役務を提供することを可能と
する電気通信設備（学校、病院等の施設に
おいて行われる教育又は医療に関する業務
に使用されるコンテンツサーバ等）

・通信網制御装置、VoIPサーバ等

②信頼性向上施設
（第２条第３項）

電気通信業又は有線テレビジョン放送業の
用に供する施設であって、電気通信システム
（電気通信設備の集合体であって電気通信
の業務を一体的に行うよう構成されたものを
いう。）の信頼性を著しく高めるためのもの
（管路施設、非常用電源装置等）

③高度有線テレビジョン放送施設
（第２条第５項）

有線テレビジョン放送を光伝送の方式を用い
てデジタル信号により送信することを可能とす
る有線テレビジョン放送法第２条第２項に規定
する有線テレビジョン放送施設であって、有線
テレビジョン放送の利便性を著しく高めるため
のもの（伝送装置、デジタル放送番組送出装
置等）

上記を整備する事業を実施する者 ： 「実施計画」の認定申請（第４条第1項）

２．基盤法のスキーム

ＮＩＣＴによる債務保証(第６条第１号) ＮＩＣＴによる利子助成(第６条第２号)

各 支 援 措 置 の 手 続 へ

３．廃止期限

平成２３年５月３１日 平成２８年５月３１日に延長

廃止

電気通信業の用に供する施設であって、電気通
信の利便性を飛躍的に高めるための電気通信設
備

追加

電気通信基盤充実臨時措置法の改正概要

総務大臣 ： 基本指針等に基づく審査・実施計画の認定（第４条第３項）

新規


